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を 1990年に設置し, エーザイは 1987年に米国マ
サチューセッツ州ボストン近郊に Eisai Re-
search Institute of Boston, Inc. を, 英国ロン












Ronstadt (1977), 根本 (1990) では海外研究所
の設置目的・機能, 研究所間の関係という分類軸
から, 海外研究所の段階的な発展過程を提示して

























































企業総覧 2005 CDROM版｣ を利用し, 事業内容
が ｢国際向け商品の開発企画｣, ｢研究開発｣, ｢R
&D｣, ｢テクノロジー｣, ｢技術サービス｣, ｢開発｣,








域 334拠点, 欧州・中東・アフリカ地域 198拠点
であり, 回収できた調査票数は 69件 (回収率 6.31
％) であった｡ 残念ながら, 無回答返送が 3ヵ所,
宛先不明返送が 80ヵ所あった｡ 回答数の多かっ
た国は米国 (22ヵ所), 英国 (9ヵ所), シンガポー
ル (9ヵ所), 中国 (8ヵ所) という順である｡
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2. 1 回答 R&D拠点の概要
調査票返送 69拠点のうち R&Dを実施してい
ると回答した拠点数は 43ヵ所 (62.3％) であり,








いで輸送用機器が 9ヵ所となっており, 以下, 医
薬品が 7ヵ所, 化学が 3ヵ所, 機械が 2ヵ所, 水
産・農林業, 繊維, 食料品, ゴム製品, 非鉄金属









外 R&D拠点は 100拠点前後存在した (Odagiri
and Yasuda 1997, p. 216参照)｡ 今回のアンケー
ト調査回答拠点でも日本側親会社の業種と研究領
域が異なっていることは考えられる｡















2. 2. 1 全体的傾向
需要要因のうち製品開発に関連する質問項目の
重要度は高い回答結果が得られた｡ ｢現地市場向
け新製品の開発｣ を ｢非常に重要｣ とする回答拠
点が最も多く, 18拠点 (41.9％) であった｡ 次に
｢世界市場向け新製品の開発｣ を ｢非常に重要｣






が多くあり, 11拠点 (25.6％) 存在した｡ ｢現地
生産に技術支援を提供すること｣, ｢現地顧客に技
術的支援を提供すること｣ はそれぞれ 9 拠点
(20.9％) から ｢非常に重要｣ という回答を得た｡
また, ｢現地に R&Dから販売までの一貫した事
業体制を構築すること｣ という質問に対しては,




集すること｣ であり, 12拠点 (27.9％) から ｢非
常に重要｣ という回答が得られた｡ 同様に, ｢現
地技術資源を有効活用すること (大学・研究機関・
技術者・特許など)｣ を ｢非常に重要｣ と回答し
た拠点の数も比較的多く存在し, 12拠点 (27.9％)
であった｡ 中でも ｢現地大学と共同研究を行うこ
と｣ と回答した拠点は 8拠点 (18.6％) となって
いた｡ また, こうした技術資源を活用して行う重
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表 1 R&D拠点 (R&D組織) 設立年
1984年以前 19851989 19901994 19951999 20002004 無回答 合 計




とした拠点の数は 2拠点 (4.7％), 同様に ｢基礎
研究の成果に基づく, 実用化に向けた応用研究を
行うこと｣ を ｢非常に重要｣ と回答した拠点の数
は 7拠点 (16.3％) であり, 製品開発や技術情報
収集といった機能に比べて, その重要度は低い数
値となっている｡















































表 2 海外 R&D活動の目的・機能 (需要要因―製品開発)







全 体 (N＝43) 18 ( 41.9) 16 ( 37.2) 13 ( 30.2) 13 ( 30.2)
アジア (N＝10) 4 ( 40.0) 4 ( 40.0) 1 ( 10.0) 1 ( 10.0)
欧 州 (N＝15) 3 ( 20.0) 4 ( 26.7) 4 ( 26.7) 2 ( 13.3)
米 国 (N＝16) 9 ( 56.3) 6 ( 37.5) 7 ( 43.8) 8 ( 50.0)
電気機器 (N＝17) 4 ( 23.5) 6 ( 35.3) 2 ( 11.8) 2 ( 11.8)
輸送用機器 (N＝9) 3 ( 33.3) 0 ( 0.0) 5 ( 55.6) 3 ( 33.3)
医薬品 (N＝7) 7 (100.0) 7 (100.0) 2 ( 28.6) 5 ( 71.4)
















ン開発｣ と同数であった ｢R&D から商用化まで
の時間を短縮｣ の地域別・業種別拠点の回答結果
を見てみると, 米国 R&D拠点の回答比率が高









2. 2. 3 地域別・業種別に見た現地事業ニーズに
関わる海外R&D活動の目的・機能
続いて, 需要要因の現地事業ニーズ対応に関連

























表 3 海外 R&D活動の目的・機能 (需要要因―現地事業ニーズ)







全 体 (N＝43) 8 (18.6) 9 (20.9) 11 (25.6) 9 (20.9)
アジア (N＝10) 3 (30.0) 2 (20.0) 2 (20.0) 3 (30.0)
欧 州 (N＝15) 2 (13.3) 3 (20.0) 5 (33.3) 2 (13.3)
米 国 (N＝16) 2 (12.5) 4 (25.0) 3 (18.8) 3 (18.8)
電気機器 (N＝17) 2 (11.8) 1 ( 5.9) 4 (23.5) 4 (23.5)
輸送用機器 (N＝9) 2 (22.2) 4 (44.4) 1 (11.1) 1 (11.1)
医薬品 (N＝7) 1 (14.3) 1 (14.3) 2 (28.6) 1 (14.3)











2. 2. 4 地域別・業種別に見た現地技術資源活用
に関わる海外R&D活動の目的・機能
次に, 海外 R&D活動を行う目的・機能の供





















2. 2. 5 地域別・業種別に見た基礎・応用研究に
関わる海外R&D活動の目的・機能
さらに, 基礎的な領域での取り組みについての
質問結果 (表 5参照) についてだが, ｢競争段階
以前の企業グループレベルの基礎研究を行うこと｣
を ｢非常に重要｣ と回答した拠点は全体で 2拠点
(4.7％) しかなく, どちらも米国の R&D拠点で
あり, 輸送用機器と医薬品に属する拠点であった｡
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表 4 海外 R&D活動の目的・機能 (供給要因―現地技術資源活用)











全 体 (N＝43) 12 (27.9) 12 (27.9) 8 (18.6) 4 ( 9.3) 4 ( 9.3)
アジア (N＝10) 2 (20.0) 2 (20.0) 3 (30.0) 2 (20.0) 0 ( 0.0)
欧 州 (N＝15) 3 (20.0) 3 (20.0) 3 (20.0) 1 ( 6.7) 1 ( 6.7)
米 国 (N＝16) 6 (37.5) 6 (37.5) 2 (12.5) 1 ( 6.3) 3 (18.8)
電気機器 (N＝17) 5 (29.4) 6 (35.3) 6 (35.3) 3 (17.6) 0 ( 0.0)
輸送用機器 (N＝9) 3 (33.3) 2 (22.2) 1 (11.1) 1 (11.1) 1 (11.1)
医薬品 (N＝7) 2 (28.6) 2 (28.6) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 2 (28.6)
その他 (N＝9) 2 (22.2) 2 (22.2) 1 (11.1) 0 ( 0.0) 1 (11.1)
表 5 海外 R&D活動の目的・機能
(供給要因―基礎・応用研究)






全 体 (N＝43) 2 ( 4.7) 7 (16.3)
アジア (N＝10) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0)
欧 州 (N＝15) 0 ( 0.0) 1 ( 6.7)
米 国 (N＝16) 2 (12.5) 4 (25.0)
電気機器 (N＝17) 0 ( 0.0) 2 (11.8)
輸送用機器 (N＝9) 1 (11.1) 1 (11.1)
医薬品 (N＝7) 1 (14.3) 1 (14.3)

















ろ (表 6), ｢親会社による 100％出資｣ という回
答が圧倒的に多かった｡ 地域別, 業種別に見ても
｢親会社による 100％出資｣ という回答比率が圧













表 6 海外 R&D拠点の獲得方法
( ) 内は％
100％出資 合 弁 買 収 資本参加 その他 無回答 合 計
全 体 38 ( 88.4) 1 ( 2.3) 1 ( 2.3) 1 ( 2.3) 0 ( 0.0) 2 ( 4.7) 43 (100.0)
ア ジ ア 8 ( 80.0) 1 (10.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 1 (10.0) 10 (100.0)
欧 州 12 ( 80.0) 0 ( 0.0) 1 ( 6.7) 1 ( 6.7) 0 ( 0.0) 1 ( 6.7) 15 (100.0)
米 国 16 (100.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 16 (100.0)
電 気 機 器 14 ( 82.4) 1 ( 5.9) 0 ( 0.0) 1 ( 5.9) 0 ( 0.0) 1 ( 5.9) 17 (100.0)
輸送用機器 8 ( 88.9) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 1 (11.1) 9 (100.0)
医 薬 品 6 ( 85.7) 0 ( 0.0) 1 (14.3) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 7 (100.0)
そ の 他 10 (100.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 10 (100.0)









法人の一部門 その他 無回答 合 計
全 体 19 (44.2) 12 (27.9) 3 ( 7.0) 6 (14.0) 1 ( 2.3) 2 ( 4.7) 43 (100.0)
ア ジ ア 3 (30.0) 3 (30.0) 2 (20.0) 1 (10.0) 0 ( 0.0) 1 (10.0) 10 (100.0)
欧 州 6 (40.0) 6 (40.0) 0 ( 0.0) 1 ( 6.7) 1 ( 6.7) 1 ( 6.7) 15 (100.0)
米 国 9 (56.3) 3 (18.8) 1 ( 6.3) 3 (18.8) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 16 (100.0)
電 気 機 器 9 (52.9) 4 (23.5) 0 ( 0.0) 2 (11.8) 1 ( 5.9) 1 ( 5.9) 17 (100.0)
輸送用機器 4 (44.4) 2 (22.2) 1 (11.1) 1 (11.1) 0 ( 0.0) 1 (11.1) 9 (100.0)
医 薬 品 4 (57.1) 3 (42.9) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 7 (100.0)



























てみた｡ 結果を見ると (表 9), 日本人が責任者
とする拠点はアジア地域と米国地域で 70％以上
を占めるが, 欧州地域の回答拠点ではやや低めの











部門 無回答 合 計
全 体 31 (72.1) 7 (16.3) 0 ( 0.0) 2 ( 4.7) 1 ( 2.3) 2 ( 4.7) 43 (100.0)
ア ジ ア 5 (50.0) 3 (30.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 1 (10.0) 1 (10.0) 10 (100.0)
欧 州 11 (73.3) 2 (13.3) 0 ( 0.0) 1 ( 6.7) 0 ( 0.0) 1 ( 6.7) 15 (100.0)
米 国 13 (81.3) 2 (12.5) 0 ( 0.0) 1 ( 6.3) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 16 (100.0)
電 気 機 器 11 (64.7) 4 (23.5) 0 ( 0.0) 1 ( 5.9) 0 ( 0.0) 1 ( 5.9) 17 (100.0)
輸送用機器 6 (66.7) 1 (11.1) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 1 (11.1) 1 (11.1) 9 (100.0)
医 薬 品 6 (85.7) 1 (14.3) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 7 (100.0)
そ の 他 8 (80.0) 1 (10.0) 0 ( 0.0) 1 (10.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 10 (100.0)
表 9 海外 R&D拠点の責任者国籍
( ) 内は％
日 本 日本以外 無 回 答 合 計
全 体 27 (62.8) 14 (32.6) 2 ( 4.7) 43 (100.0)
ア ジ ア 7 (70.0) 2 (20.0) 1 (10.0) 10 (100.0)
欧 州 7 (41.2) 7 (41.2) 1 ( 5.9) 15 (100.0)
米 国 12 (75.0) 4 (25.0) 0 ( 0.0) 16 (100.0)
電 気 機 器 8 (47.1) 8 (47.1) 1 ( 5.9) 17 (100.0)
輸送用機器 7 (77.8) 1 (11.1) 1 (11.1) 9 (100.0)
医 薬 品 3 (42.9) 4 (57.1) 0 ( 0.0) 7 (100.0)













な事が指摘できる｡ 表 10は R&D担当役員の人
数を訊ねた結果である｡ 現地国籍の役員が平均し
て 1.10人配置され, 日本人役員が平均 1.21人い
るという結果になった｡ ただし, 最も多くの現地
国籍役員がいる拠点は 11人配置されており, 日












結果が表 11である｡ 質問項目としては以下の 10
項目をあげ, それぞれ 5ポイントスケールで回答
を求めた (1.今までにない, 2.まれにある, 3.時々
ある, 4.しばしばある, 5.ほとんど全部)｡
 我々の R&D テーマは日本の R&D 部門
から依頼されたテーマである
 我々の R&D テーマは日本の事業部門か
ら依頼されたテーマである
 我々の R&D テーマは我々自身で決定さ
れている
 我々の R&D テーマはグループ内現地法
人から依頼されたテーマである
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表 10 海外 R&D拠点の役員数
回 答 数 人数平均値 人数最大値 人数最小値 無 回 答
現 地 国 籍 31 1.10 11 0 12
日 本 人 33 1.21 3 0 10
その他国籍 20 0.15 2 0 23
表 11 R&Dテーマと実行体制







全 体 (N＝43) 10 (23.3) 6 (14.0) 10 (23.3)
アジア (N＝10) 1 (10.0) 4 (40.0) 3 (30.0)
欧 州 (N＝15) 3 (20.0) 0 ( 0.0) 3 (20.0)
米 国 (N＝16) 6 (37.5) 2 (12.5) 4 (25.0)
電気機器 (N＝17) 2 (11.8) 3 (17.6) 5 (29.4)
輸送用機器 (N＝9) 3 (33.3) 2 (22.2) 1 (11.1)
医薬品 (N＝7) 5 (71.4) 1 (14.3) 1 (14.3)



























良く当てはまる ｢5｣ と回答した件数を表 12にま
とめた｡ 全部で 7つの質問文を設定したが, 比較




































全 体 (N＝43) 22 (51.2) 9 (20.9) 4 ( 9.3)
アジア (N＝10) 4 (40.0) 4 (40.0) 0 ( 0.0)
欧 州 (N＝15) 7 (46.7) 1 ( 6.7) 3 (20.0)
米 国 (N＝16) 10 (62.5) 4 (25.0) 1 ( 6.3)
電気機器 (N＝17) 10 (58.8) 6 (35.3) 0 ( 0.0)
輸送用機器 (N＝9) 4 (44.4) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0)
医薬品 (N＝7) 5 (71.4) 2 (28.6) 1 (14.3)
その他 (N＝10) 3 (30.0) 1 (10.0) 3 (30.0)
評価は ｢非常に良く当てはまる｣ という評価にな
るが, 全体回答で ｢5｣ 評価が比較的多かった
(回答比率 10％以上) 質問は, ｢研究員/技術者確
保が困難である｣ と ｢R&Dコストが上昇してい
る｣ の 2問だけであった｡ この 2問について地域












































過去の研究例 (Odagiri and Yasuda (1996)
や安田 (2006)) などを見るまでもないが, 日本
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表 13 R&D活動の阻害要因





全 体 (N＝43) 6 (14.0) 8 (18.6)
アジア (N＝10) 1 (10.0) 0 ( 0.0)
欧 州 (N＝15) 3 (20.0) 1 ( 6.7)
米 国 (N＝16) 2 (12.5) 5 (31.3)
電気機器 (N＝17) 2 (11.8) 1 ( 5.9)
輸送用機器 (N＝9) 2 (22.2) 2 (22.2)
医薬品 (N＝7) 1 (14.3) 2 (28.6)





中 国 ― 3ヵ所 ―
アジア (除中国) ― 3ヵ所 ―
欧 州 1ヵ所 3ヵ所 ―












































































































ントと言える｡ また, 海外 R&D活動で実施さ
れる研究プロジェクトの多くが, 国内研究所の研
究プロジェクトの一部として行われており, 現地



























































































































合, 開発者である海外研究所 (子会社) も利益を
享受すべきという考え方も成り立ち, 利益をどの
ように配分するか, といった問題も生じて来るで









外分散)や Specialised Contributors structure(グ
ローバル R&D統括センター国内―特定技術/要
素貢献 R&Dセンター国外分散), あるいは von
Zedtwitz and Gassman (2002) のMarket-driven
R&D (研究国内中心―開発国外分散) で例示さ

















4. 1 海外 R&D活動の目的・機能の変化








見ていくと, ある傾向が読み取れる｡ 表 15では
重要度が低下した質問に網掛けを行っているが,

























おり, R&Dのうち ‘R’ 部分の機能・役割ではな









































 現地技術情報を収集すること 3.80 3.71 －0.09
 現地技術資源を有効活用すること (大学・研究機関・技術者・特許など) 3.63 3.68 0.06
 現地大学と共同研究を行うこと 2.82 2.68 －0.15
 現地研究機関と共同研究を行うこと 2.75 2.63 －0.12
 現地他企業と共同研究を行うこと 2.78 3.07 0.30
 競争段階以前の企業グループレベルの基礎研究を行うこと 2.45 2.37 －0.08
	 礎研究の成果に基づく, 実用化に向けた応用研究を行うこと 2.80 3.15 0.35

 技術標準化活動へ貢献すること 2.35 2.68 0.33
 製品のデザイン開発を行うこと (現地市場向け) 3.05 3.39 0.34
 ソフトウェア製品を開発すること 2.15 2.28 0.13
 R&Dから商用化までの時間を短縮すること 3.51 3.78 0.27
 現地に R&Dから販売までの一貫した事業体制を構築すること 2.90 3.15 0.25
 現地生産に技術支援を提供すること 2.70 2.93 0.23
 現地販売活動に技術的支援を提供すること 2.95 3.36 0.41
 現地顧客に技術的支援を提供すること 2.85 3.26 0.41
 日本から現地法人へ生産技術の移転を行うこと 2.02 2.00 －0.02
 日本向け生産技術を開発すること 1.61 1.67 0.06
 現地向け生産技術を開発すること 1.98 2.17 0.19
 世界向け生産技術を開発すること 1.85 2.05 0.20
 現地市場向け輸出製品を改良すること 2.24 2.45 0.21
 既存製品の現地市場向け改良を行うこと 2.73 3.02 0.29
 既存製品の日本市場向け改良を行うこと 1.98 1.95 －0.02
 既存製品の世界市場向け改良を行うこと 2.44 2.62 0.18
 日本市場向け新製品を開発すること 2.90 2.98 0.07
 現地市場向け新製品を開発すること 3.71 3.93 0.22
 世界市場向け新製品を開発すること 3.51 3.74 0.23
 現地政府の要請による 1.80 1.93 0.13
今回アンケート調査に回答を寄せた海外 R&D




































てはまらない｣ の ｢1｣ 評価から ｢非常に良く当
てはまる｣ の ｢5｣ までの 5ポイントスケールで
評価を求めた｡ 24個の質問文のうち, 全体回答
で比較的多くの ｢5｣ 評価が得られた質問文 6個
について, 地域別・業種別の集計を試みた｡
表 17はその結果であるが, 全体回答で最も多
くの ｢5｣ 評価が得られた質問文は ｢現地市場向
け製品の開発機能を強化する｣ であり, 回答拠点







表 16 海外 R&D活動組織上の変更
( ) 内は％
設 問 2000年―2002年の間 2003年―2005年の間
N＝43 はい いいえ 無回答 はい いいえ 無回答
 我々の現地 R&D活動の役割は変更された
6 28 9 17 25 1
(14.0) (65.1) (20.9) (39.5) (58.1) ( 2.3)
 我々の現地 R&D活動は縮小された
3 31 9 6 37 0
( 7.0) (72.1) (20.9) (14.0) (86.0) ( 0.0)
 我々の現地 R&D組織は再編成された
7 26 10 19 24 0
(16.3) (60.5) (23.3) (44.2) (55.8) ( 0.0)
 我々のグループ企業の R&D活動は縮小された
2 32 9 2 39 2
( 4.7) (74.4) (20.9) ( 4.7) (90.7) ( 4.7)
 我々のグループ企業の R&D組織は大規模に変更された
8 26 9 11 30 2






















































表 17 今後 5年以内の展開方向性



















全体 (N＝43) 15 (34.9) 7 (16.3) 10 (23.3) 13 (30.2) 7 (16.3) 12 (27.9)
アジア (N＝10) 5 (50.0) 3 (30.0) 4 (40.0) 5 (50.0) 3 (30.0) 5 (50.0)
欧州 (N＝15) 1 ( 6.7) 0 ( 0.0) 2 (13.3) 1 ( 6.7) 2 (13.3) 0 ( 0.0)
米国 (N＝16) 8 (50.0) 4 (25.0) 3 (18.8) 6 (37.5) 2 (12.5) 7 (43.8)
電気機器 (N＝17) 6 (35.3) 3 (17.6) 5 (29.4) 5 (29.4) 3 (17.6) 4 (23.5)
輸送用機器 (N＝9) 4 (44.4) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 2 (22.2) 3 (33.3) 4 (44.4)
医薬品 (N＝7) 3 (42.9) 3 (42.9) 4 (57.1) 3 (42.9) 1 (14.3) 4 (57.1)























































お わ り に
Michael E. Porter がその著書 ｢COMPETI-









能性がある｡ 通常の概念から言えば, この ｢最適
な場所｣ は, 製品市場に近い場所であり, 業界の
技術水準が進んだ場所である｡ 日本企業の海外 R
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